
公 売 財 産 の 表 示

公売公告別紙２のとおり。公 売 保 証 金

見 積 価 額

そ の 他 公 売 条 件 等 公売公告別紙１のとおり

権 利 移 転 の 時 期
買受代金の全額を納付した時です。ただし、所有権の移転について登録、許可、承認を
必要とする場合があります。

危険負担移転の時期 買受代金の全額を納付した時です。

権利移転に伴う費用 公売による権利移転に伴う費用は、買受人の負担となります。

　公売財産上の質権者
　抵当権者等の権利の
　内容の申し出

公売財産上に質権、先取特権、留置権、その他公売財産の売却代金から配当を受けることが
できる権利を有する者は、売却決定の日の前日までに、債権現在額申立書により、その内容
を関東信越国税局特別整理総括第二課に申し出てください。

債権現在額申立書の用紙は、当局特別整理総括第二課公売担当にあります。

買 受 人 の 資 格
そ の 他 の 要 件

国税徴収法第92条又は第108条に抵触しない者

買受代金の納付期限 令和8年8月4日 午後２時00分

公 売 の 方 法 インターネット公売による期間競り売り（公売公告別紙２に記載する売却区分ごとに売却する。）

最高価申込者決定の日 令和8年7月27日 午前10時00分

最高価申込者決定の場
所

関東信越国税局

売 却 決 定 の 日 時 令和8年7月27日 午前11時00分

売 却 決 定 の 場 所 関東信越国税局

日 時 期間 令和8年7月23日 午後１時00分まで

公 売 の 場 所 KSI官公庁オークション（https://kankocho.jp)

公売の 買受申込 令和8年7月21日 午後１時00分から

公売公告第 10 号

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告

国税徴収法第94条の規定により差押財産を公売することとしたから、同法第95条の規定により公告する。

また、同法第98条の規定により公売財産の見積価額を決定したから、同法第99条の規定により公告する。

令和8年6月22日 関東信越国税局長

記

 02001-312621-202606161202



公売公告別紙１ 

インターネット公売に関し重要と認められる事項 

１ 公売参加申込みの受付期間 

令和８年６月 23 日(火)午後１時から令和８年７月７日(火)午後５時 

２ 公売保証金の提供方法 

買受申込者等は、紀尾井町戦略研究所株式会社にクレジットカードの与信枠を提供し

て、紀尾井町戦略研究所株式会社と納付保証委託契約を締結する方法により提供してく

ださい。 

３ 公売保証金の提供期限 

令和８年７月 16 日(木) 午後２時 

４ インターネット公売の参加制限を受ける者（代理人による参加もできません） 

（１）滞納者  

ただし、自己の滞納により公売される公売財産以外の公売財産については制限され 

ません。 

（２）国税徴収法第 108 条第１項の規定により国税局又は税務署から公売の参加を制限さ 

れている者 

（３）国税庁、国税局又は税務署に勤務する職員及び国税庁が競り売り人として選任した 

  官公庁オークションサイトの運営業者 

（４）６に掲げる国税関係インターネット公売ガイドライン及び紀尾井町戦略研究所株式 

会社のＫＳＩ官公庁オークションに関連する規約等の内容を承諾せず、順守できない 

者 

（５）制限行為能力者  

ただし、親権者などが代理人として参加する場合を除きます。 

（６）公売の手続に関する日本語を理解することができない者 

ただし、その代理人が公売の手続に関する日本語を理解できる場合を除きます。 

（７）住所又は所在地、連絡先がいずれも日本国内にない者  

ただし、その代理人の住所又は所在地、連絡先が日本国内にある場合を除きます。 

５ 公売参加申込みに必要な書類 

（１）提出先 



 関東信越国税局 徴収部 特別整理総括第二課 

（２）提出期限 

令和８年７月 16 日(木) 午後５時（必着） 

（３）提出書類 

  イ 個人である買受申込者本人が手続を行う場合 

     提出する書類はありません。 

ロ 法人である買受申込者が法人代表者に手続をさせる場合 

     買受申込者である法人の所在確認及び法人代表者の資格を証明できる商業登記

簿に係る登記事項証明書などの書類 

  ハ 買受申込者が代理人に手続をさせる場合（上記ロは含みません） 

     委任状 

     買受申込者が制限行為能力者の場合は、親権者等の同意書 

  ニ 共同買受申込みをする場合 

     共同買受申込代表者の届出書（ただし、共同買受申込者が６名以上の場合は、 

    共同買受申込者の届出書別紙を併せて提出する必要があります。） 

     共同買受申込代表者に対する共同買受申込者からの委任状 

６ 参加規約への同意 

「国税関係インターネット公売ガイドライン」に同意しない者は、インターネット公 

売に参加できません。 

「国税関係インターネット公売ガイドライン」は国税庁ホームページ「公売情報」又

は 20 階受付横に設置している冊子にて確認してください。 

７ 売却決定 

  公売財産の売却決定は、最高価申込者に係る買受申込価額をもって行います。 



売 却 区 分 番 号 関信局２０３９-１ 

見 積 価 額 \１，９２５，０００ 公 売 保 証 金 \２００，０００

財 産 の 表 示 １ 益子焼 大鉢 １点 

  作家名 高内 秀剛 

  作品名 流文大鉢 

使 用 状 況 等 所有者が商品として店舗に陳列していました。 

保 管 状 況 等 所有者が保管しています。 

財 産 の 状 況 １ サイズ 口径約８８センチメートル 高さ約２２センチメートル 

２ 作品の底面は確認していません。 

３ 付属品 共箱  

４ 共箱の蓋の裏側に署名及び落款（秀剛）があります。 

特 記 事 項 １ 真贋鑑定はしておりません。 

精通者から、作家本人による作陶である旨を確認しています。 

見積価額は、精通者の意見を参考に決定しています。 

２ 公売財産の引渡しについて 

（１）公売財産の引渡しまでは、現物を確認することができません。 

（２）関東信越国税局から買受人に対して「売却決定通知書」を交付することによっ

て公売財産の引渡しを行うことになります。 

（３）公売財産を保管している者（以下保管者）からの公売財産の引渡しは、保管場

所（栃木県芳賀郡益子町）にて現況有姿での引渡しになります。 

（４）関東信越国税局では保管者からの引渡し日時の調整及び引渡し時の保管場所で

の立会いのみを行い、梱包及び運送等の手配は行いませんので、運送業者による

梱包及び運送等が必要な場合は、買受人において手配を行ってください。 

   なお、引渡しに係る費用は全て買受人の負担となります。 

（５）保管者が現実の引渡しを拒否しても、関東信越国税局は現実の引渡しを行う義

務を負いません。 

３ 消費税法施行令第７０条の１２第５項の規定に基づき、買受人の求めに応じて、

関東信越国税局が適格請求書を交付します。 

そ の 他 事 項 公売財産の売却決定は、最高価申込者に係る買受申込価額をもって行います。 

留 意 事 項 １ 写真は職員によるデジタルカメラでの撮影であるため、実物と色合いが異なる場

合があります。 

２ 掲載している画像は、著作権法に準拠した画素数になっています。 

３ サイズ等の計測は職員によるものです。 

４ この財産は、「インターネット公売による期間競り売り」の方法により公売します。

公売公告第10号 公売公告別紙２

各物件の詳細については、国税庁ホームページ「公売情報」
または、20階受付横に設置している冊子にて確認してください。



売 却 区 分 番 号 関信局２０３９-２ 

見 積 価 額 \３８５，０００ 公 売 保 証 金 \４０，０００

財 産 の 表 示 １ 益子焼 大皿 １点 

  作家名 高内 秀剛 

  作品名 飴釉白流皿 

使 用 状 況 等 所有者が商品として店舗に陳列していました。 

保 管 状 況 等 所有者が保管しています。 

財 産 の 状 況 １ サイズ 口径約６１センチメートル 高さ約１２センチメートル 

２ 作品の底面に、「高内秀剛」と刻まれています。 

３ 付属品 共箱  

      木製台座 

４ 共箱の蓋の裏側左下に署名（秀）及び落款（髙内秀剛）があります。 

特 記 事 項 １ 真贋鑑定はしておりません。 

精通者から、作家本人による作陶である旨を確認しています。 

見積価額は、精通者の意見を参考に決定しています。 

２ 公売財産の引渡しについて 

（１）公売財産の引渡しまでは、現物を確認することができません。 

（２）関東信越国税局から買受人に対して「売却決定通知書」を交付することによっ

て公売財産の引渡しを行うことになります。 

（３）公売財産を保管している者（以下保管者）からの公売財産の引渡しは、保管場

所（栃木県芳賀郡益子町）にて現況有姿での引渡しになります。 

（４）関東信越国税局では保管者からの引渡し日時の調整及び引渡し時の保管場所で

の立会いのみを行い、梱包及び運送等の手配は行いませんので、運送業者による

梱包及び運送等が必要な場合は、買受人において手配を行ってください。 

   なお、引渡しに係る費用は全て買受人の負担となります。 

（５）保管者が現実の引渡しを拒否しても、関東信越国税局は現実の引渡しを行う義

務を負いません。 

３ 消費税法施行令第７０条の１２第５項の規定に基づき、買受人の求めに応じて、

関東信越国税局が適格請求書を交付します。 

そ の 他 事 項 公売財産の売却決定は、最高価申込者に係る買受申込価額をもって行います。 

留 意 事 項 １ 写真は職員によるデジタルカメラでの撮影であるため、実物と色合いが異なる場

合があります。 

２ 掲載している画像は、著作権法に準拠した画素数になっています。 

３ サイズ等の計測は職員によるものです。 

４ この財産は、「インターネット公売による期間競り売り」の方法により公売します。


